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EDI のこれまでの経緯とチェーン対応
─イトーヨーカ堂のBMS導入化を中心に─

EDI History and Chain Support
─ Focusing on the Introduction of BMS at Ito-Yokado─

概要：2004 年、技術的な限界があった JCA 手順の後継となる標準 EDI の必要性が話し合
われたことが報じられたが、その後のチェーン対応には不明な点も多い。そこで本研究で
は、イトーヨーカ堂は「全銀 TCP/IP」手順を採用しネット化していたことで流通 BMS
導入の障害になった点や、2009 年に『バージョン 1.3』が出たことで、イトーヨーカ堂が
流通BMSを導入する契機となったEDIのこれまでの経緯とチェーン対応を明らかにする。

Abstract：In 2004, it was reported that the necessity of a standard EDI as a successor 
to the JCA procedure, which had technical limitations, was discussed, but there are still 
many unclear points in the chain support. In this study, we examine the obstacles to the 
introduction of a distribution BMS because Ito-Yokado had adopted the “Zengin TCP/
IP” procedure and made it available on the Internet, as well as the history of EDI, which 
was the impetus for Ito-Yokado to introduce a distribution BMS due to the release of 
“Version 1.3” in 2009, and the measures taken by chains.

1 ．はじめに

　小売業者、卸売業者、メーカー間の受発注
情報とそれに基づく物流は我々の生活を支え
ている。特に食料品や生活必需品を扱うスー
パーマーケットなどの大規模小売業者とサプ
ライチェーン企業間の情報とモノの交換は
日々大量に発生し、そうした活動では効率が
重要となる。今日のこうした物流における情
報交換を支えているのが EDI（電子データ
交換）であり、物流 BMS（流通ビジネスメッ
セージ標準）である。
　卸・メーカーの流通 BMS 導入企業数は、
2021 年 12 月 1 日現在、1 万 6100 社以上と推

測されている。2012 年 6 月には約 4000 社で
あったが、年々増加し、現在は 4 倍にまで増
大している［1］。定着しつつある流通 BMS
だが、最初に策定された 2007 年のバージョ
ン 1.0 から 2011 年までは、なかなか普及し
なかった。本稿では、流通 BMS の策定に携
わった次世代 EDI 標準化ワーキング・グルー
プ（以下 EDI-WG と表記）の活動内容とそ
の経緯を明らかにした上で、従来の EDI で
ある JCA 手順から次世代 EDI である流通
BMS への遅々とした移行過程を、イトーヨー
カ堂（以下「ヨーカ堂」と表記）のケースを
中心に検討する。
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2 ．先行研究

　EDI は物流研究として、主に物流全般お
よび港湾分野の領域で検討されてきた。物流
EDI に関する下（1994）［2］、北澤（1996）［3］、
藤木（1996）［4］、武山（1996）［5］の検討
があり、その後、港湾 EDI として、Obogne

（2008）［6］、Obogne（2009）［7］ の ほ か、
LI（2013）［8］による中国での鉄鋼 EDI に
関する検討がある。特に EDI について北澤

（1996）は、「企業間の商取引や物流・金融な
どのサービス取引において、発信者と受信者
の業務上の意思表示を、多くの当事者によっ
て広く合意された標準的方式によってデータ
とし、双方のコンピュータや端末機間で、電
気通信手段を用いて人出を介さずに交換し、
その取引を法的に有効に進めること」と定義
した。ポイントは「広く合意された標準的な
方式による」もので、企業内や企業系列内で
特定企業が独自に定めて指示する方式による
電子データ交換は「ここでいう EDI に該当
しない」と指摘している点である。この思想
は後述する BMS でも共通する標準化の視点
であるといえる。
　EDI の物流研究は 1994 年から 2013 年ま
でで検討は留まっているのが現状である。こ
の時期は、EDI から BMS に切り替わる過渡
期の時期と一致する。以下 3. では次世代
EDI 検討までの経緯について、4. と 5. では
EDI-WG による流通 BMS の検討をおこない、
6. 以降ではヨーカ堂の取り組みをサーベイす
る。

3 ．JCA 手順の制定と各社独自規格による 
EDI の採用とその問題点

　第二次大戦後、小売業界は大規模小売店で
ある百貨店と商店街などの多数の小規模・零
細小売店という戦前の二極構造から、その間
隙を縫うようにして新たな業態であるボラン

タリーチェーンや多店舗（チェーン）展開す
るスーパーマーケットが登場し発展をみせ
る。高度成長期にはこれら新業態の成長は著
しく、食料品や生活必需品関連の大量生産・
大量流通・大量消費を支えたが、当時の商品
の受発注は主に紙伝票などに依存していた。
そこで膨大な情報のやりとりの煩雑さを解消
すべく、通信回線を利用した効率的な受発注
方法が、業界団体を通じて模索された。その
中心的役割を担ったのが、1967 年に設立さ
れた日本チェーンストア協会（以下「JCA」
と表記）であり、そこで開発されたのが
JCA 手順である。
　JCA 手順とは、1980 年に JCA が制定した、
チェーンストアの本部と取引先との間で受発
注伝票データをやりとりするための標準プロ
トコルであり、1982 年には伝票データの
フォーマットとして「JCA 手順オンライン
標準データフォーマット」が制定された。
1988 年に NTT がデジタル回線（ISDN）に
よる大容量の情報通信サービスを開始する
と、流通業界では商品の受発注においては
JCA 手順に従った EDI の利用が促進された。
1980 年に登場した JCA 手順による EDI はそ
の後、実に 27 年間に亘って業界の主流方式
として機能していた。
　さて、物流の取り組みは国土交通省が管轄
しているが、チェーンの取り組みについては
商流にかかわるため、経済産業省が主に管轄
している。したがってメーカーおよびチェー
ン間の物流に係る取り組みでは、経産省対象
となることが多い。ここでは 90 年代に開発
されたキッコーマンと平和堂の事例［9］を取
り上げる。平和堂は、1997 年に日本で初めて
CRP（Continuous Replenishment Program：
商品の連続自動補充方式）の取り組みを本格
的に行なったことで知られている。
　またキッコーマンは 90 年代末に発注シス
テム KOLS を自社開発した。「KOLS」は、キッ
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コーマン・オーダーレス・システムの略称で
あり、各工程が後（あと）工程の出荷状況な
どの生データを直接吸い上げて自らの出荷量
を予測し、その数値を基に必要量のみを生産・
発注することで、在庫を適正水準に維持する
という発想が基本にある［10］。従来は売れ
そうな商品を各デポが囲い込み、全社的に在
庫が膨らむことがあったが、KOLS の導入に
より各デポが出荷予測に基づいて必要量のみ
を自動的に補充していく仕組みに切り替わる
と報じられた。なお、花王が EDI（Electronic 
Data Interchange）によって「ノー検品」［11］
を実施したのもこの頃である。
　情報通信技術の進歩と普及が進むなかで、
通信速度が遅く前時代的となった JCA 手順
による EDI は、21 世紀に入ると検討がはじ
まる。1980 年に制定された従来の EDI（JCA
手順）の問題点を指摘すると次の 2 点がある。
すなわち、①小売業者が独自に策定した方法
を使用しているため卸売業者の対応が煩雑に
なること、②電話回線（ISDN）を利用して
いるため通信速度が極めて遅いこと、である。
流通 BMS はこれらの問題を克服するべく、
メッセージ（データ項目）の標準化とインター
ネットの利用による高速化を前提としてい

る。
　EDI の議論が本格化した経緯を、財団法
人流通システム開発センター研究開発部長の
坂本尚登氏が説明している。同氏によれば、

「消費税の内税対応が一段落した 2004 年の暮
れに主なGMSの情報システム部長が集まり、
技術的な限界が見えていた JCA 手順の後継
となる標準 EDI の必要性が話し合われまし
た。この流れは、2005 年 6 月の日本チェー
ンストア協会と日本スーパーマーケット協会
の合同情報システム委員会開催に発展しま
す。ここに両協会の情報システム委員会に所
属する 25 社が集まり、次世代 EDI の標準化
について合意しました。」［12］と述べている。
2007 年には JCA 手順に取って代わる次世代
EDI が登場することになる。

₄．次世代 EDI 標準化ワーキング・グルー
プによる流通 BMS の検討

　2005 年 8 月に、ユニー（株）の角田吉隆
業務本部情報システム部長（当時）を座長と
する「次世代 EDI 標準化ワーキング・グルー
プ（EDI-WG）」が組織された。EDI-WG は
JCA および 1999 年に設立された日本スー
パーマーケット協会（JSA）の他、大手 GMS

図 1　「流通ビジネスメッセージ標準（流通 BMS）」の概要［13］
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図 2 　流通 BMS の詳細［13］

図 3 　流通 BMS 策定の経緯［13］
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（総合小売業）や食品スーパー 18 社のシステ
ム部長で構成され、メンバーには、イオンや
ヨーカ堂、ダイエー、平和堂、ライフコーポ
レーションなどが含まれる。2007 年 4 月 3
日の報道［13］では、EDI-WG のメンバーは、
2 年間に 20 回以上の会議を重ねて「流通ビ
ジネスメッセージ標準（流通 BMS）〈バージョ
ン 1.0〉」を策定した。流通 BMS は、小売り-
卸間で、受発注データなどをネットワーク経
由でやりとりする EDI の規格である（図 1、
図 2、図 3）。
　流通BMSという新たな方式は卸売業者（流
通業者）にとってメリットが非常に大きいが、
逆に小売業者にとっては、仕入における自社
の強み（仕入・発注における競争優位）の喪
失や、すでに高度に完成された従来の仕組み
の変更という負荷を伴うが故に、流通 BMS
の導入・展開は遅々として進まない。次項で
検討しよう。

₅．BMS の展開と停滞

　EDI-WG や経産省は、流通 BMS の利用を
アパレルや生鮮食料品、そして業態を越えて
百貨店業界に広げていくことを期待した。し
かしながら導入は限定的となっている。
　2021 年 9 月現在、日本スーパーマーケッ
ト協会（JSA）の標準化事業は、「物流クレー
ト標準化協議会」および「流通 BMS」である。
JSA の活動は確認できるもの、2015 年１月

「第 24 回　物流クレート標準化協議会」、2013
年１月「第１回　流通４団体「流通 BMS 活
用説明会」を最後に更新が止まっている。

₆．イトーヨーカ堂の EDI（1999 − 2011 年）

　表 1 は、ヨーカ堂に関する EDI 報道を示す。
日経テレコンよりキーワード「ヨーカ堂」、

「EDI」で検索すると 1993 年から 2012 年ま
での記事 61 件がヒットする（2022 年 3 月 17

表 1 　イトーヨーカ堂の EDI に関する報道（1999 年～ 2011 年）
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日時点）が、このうち 7 件が関連する。2013
年以降は報道がなされていない点が特徴であ
る。これを見ると、1999 年頃には納品作業
等の発注情報を中心に検討がなされていたこ
とがわかる。その後、2000 年代は海外展開
等貿易に関するシステム方針など幅広い検討
が水面下で行われていた。ようやく 2011 年
に入り、流通 BMS 採用が報道され、それだ
け慎重な検討が進められていたと考えられ
る。
　ヨーカ堂が流通 BMS 導入について消極的
な理由としてはいくつか指摘されている。例
えば、「ヨーカ堂は、はやくに独自の Web ─
EDI を導入してしまっていた」というもの
である。この点について流通ジャーナリスト
の石橋（2010）［14］によると、「セブン＆ア
イ HD はヨーカ堂を含め、まだ導入意思決定
の意思表示さえしていない、中小取引先の負
担が大きい」との理由を挙げていた。当時、

導入に積極的なイオンと比較して、ヨーカ堂
は社外的には静観していた様子が伺える。
　図 4 は、2010 年当時のわが国における流
通 EDI の変遷を示している。ヨーカ堂はこ
の中で「全銀 TCP/IP」手順を採用しており、

「以前からインターネットになっていること
が、流通 BMS を導入する障害になったと指
摘されている」との石橋の指摘がある。「全
銀 TCP/IP」手順は、1997 年に全国銀行協
会連合会（全銀協）が制定したデータ交換手
順であり、インターネットに対応しているも
のの流通 BMS とは根本的な手順が異なると
藤野（1998a,1998b）［15］［16］によって指
摘されている。梶田（2015）［17］でも「JCA
や全銀 TCP ／ IP などのいわゆる“レガシー
手順”を使っている小売業は多く残っている」
と指摘されていたことと合致する。
　ヨーカ堂の流通 BMS 導入の背景には 2005
年にセブン＆アイ HD へと移行する同社に

図 4 　2010 年当時の流通 EDI の変遷［14］
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とって、グループ全体、とりわけ EDI に関
して先行するセブンイレブンや新たにグルー
プに加わるそごう・西武百貨店との連携が模
索されていた可能性がある。この点に関して
は次節で検討する。

₇．�イトーヨーカ堂のセブン＆アイHD（ホー
ルディングス）への移行とその影響

　2005 年の WG 立ち上げに前後して、ヨー
カ堂ではグループ全体の組織改革が実施され
ている。すなわち、セブン＆アイ・ホールディ
ングスの設立（2005 年 9 月）と、ヨーカ堂
およびセブンイレブンの完全子会社化であ
る。また、そごう・西武百貨店からなるミレ
ニアムリテイリンググループ発足（2003 年 6
月）と子会社化（2006 年 6 月）がおこなわ
れるのもこの時期である［18］。百貨店に関
してはここでは割愛するが、早期の情報シス
テムの構築と独特のコンビニ物流において業
界をリードしてきたセブンイレブンに関して
は、ホールディングス化によってヨーカ堂の
EDI 導入に影響を与えた可能性については
検討の余地があろう。
　定道（2010）［19］によれば、消費財の流
通業界におけるオフィスオートメーションの
進展は EDI 標準に基づいて 3 段階に分けら
れる。すなわち、JCA 標準に基づいた第 1
期（1980 〜 1997 年）、JEDICOS に基づいた
第 2 期（1997 年 〜 2009 年 ）、 そ し て 流 通
BMS に よ る 第 3 期（2009 年 〜） で あ る。
EDI 標準が 1980 年から導入される一方で、
その普及が限定的であるなか、コンビニエン
ス・ストアは独自の物流・情報システムを構
築していく。セブンイレブンは、1982 年の
第二次総合店舗情報システムにおいていち早
く POS レジスターと発注端末機を導入し、
各店舗と本部との間で単品管理を実現させ
た。そして、これに対応する形で ISDN を利
用して卸・メーカーへの発注と、流通業界で

従来おこなわれてきた方式とは異なる、共同
配送センターを利用した新たな物流網を構築
していく。
　しかし、セブンイレブンに関しては、これ
まで POS を利用した加盟店＝本部間の情報
共有に関しては川辺（2003）［20］や鈴木

（1993）［21］をはじめ多くの言及があるが、
本部＝卸・メーカー間の EDI 標準の利用と
促進については全くといっていいほど言及さ
れて来なかった。
　セブンイレブンの情報ネットワーク構築は
創業期のターミナルセブン・システムの導入
に始まる。POS システムと ISDN による発
注はすでにこの時期に始まっているが、大き
く変化するのは 90 年代後半から導入される
600 億円を投じた「第五次総合店舗情報シス
テ ム 」 に よ っ て で あ る。こ の 時 期、川 辺

（2008）［22］によれば「EDI（電子データ交換）
による取引の無伝票化（ペーパーレス化）も
始まった。」とある。
　その後、96 年 11 月には「発注・物流・取
引先システム」の導入も開始され、2003 年
には「第六次総合店舗情報システム」を構築
するなど、システムの拡充を図っている。
　このように、情報化と物流供給網において
独自の仕組みをいち早く構築してきたセブン
イレブンが、イトーヨーカ堂の子会社から「独
立」して、セブン＆アイ・ホールディングス
においてはヨーカ堂と対等の 100％子会社と
なったことで、競争が激しいコンビニ業界で
のノウハウがヨーカ堂の EDI 導入プロセス
に少なからぬ影響を及ぼしたと考えられる。
　セブンイレブンの EDI を含む情報システ
ムがヨーカ堂の EDI 導入に対して影響を及
ぼしたという事実は、調査した限りにおいて
は、2008 年のセブン＆アイグループ、経理・
人事など管理系システムへの投資［23］への
EDI の展開以外は、今のところ言及されて
いない。ここではその蓋然性がゼロではない



― 20 ―

朝日大学大学院紀要　　第22号

ということを指摘するにとどめたい。

₈．イトーヨーカ堂の流通 BMI 導入とカス
タマイズ（2011 年-）

　ヨーカ堂の転機は 2011 年に訪れる。2011
年１月、ヨーカ堂が流通 BMS の導入を正式
に発表した。対象は衣食住のほぼ全商品で
あった。当時のヨーカ堂の情報システムを担
当するセブン＆アイ HD のシステム企画部シ
ステム企画シニアオフィサーの小山雄士氏は

「社内ではずっと導入の検討は続いていたが、
メリットが見出しにくいという理由から、こ
れまでは実施の優先順位がなかなか上がらな
かった。きっかけになったのは 2009 年 10 月
に流通 BMS の基本形『バージョン 1.3』が
出たこと。限られた商材ではなく、衣食住全
てが対象ならば効果も出しやすい。やるなら
部分部分ではなく、一気呵成の方が良いと判
断した」と報じられた［24］。ヨーカ堂の取
扱商品の対象の広さから導入が進んだ経緯が
わかる。
　2017 年 8 月 1 日現在、流通 BMS 導入企業
の公開企業数は、小売業 194 社、卸売業・メー

カー 227 社である。導入企業名は、イオング
ループ、ヨーカ堂、西友、ライフコーポレー
ション、ヤオコー、平和堂、バロー、イズミ、
フジといった大手スーパー、百貨店では髙島
屋、そごう・西武などである。2017 年当時
ドラッグストアではマツモトキヨシグルー
プ、ホームセンターは LIXIL ビバ、コメリ、カ
インズなど普及しているとされていた［25］。
　最新の統計は、流通 BMS 協議会［26］に
よれば、3 つの利用方法（自社導入型の 2 型、
外部サービス利用型）の合計で、約 15,500
社となっている（図 5）。流通 BMS 協議会に
よれば、「S-S 型」とは、小売業と卸・メーカー
の双方が常時稼働するサーバ型 EDI システ
ムを構築しデータが発生する度に取引先に送
信する大容量向きの方式である。「C-S 型」
とは、小売業はサーバ型 EDI システムを、卸・
メーカーはクライアント型 EDI システムを
構築し、クライアント側からサーバ側に対し
てデータの送受信要求を行う少容量向きの方
式である。これまでの導入数としては、自社
導入型で 11,957 社（S-S 型：1,064 社、C-S 型
10,893 社）、外部サービス利用型で 3,557 社

図 5 　卸・メーカーの導入形態［26］
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の計 15,514 社という集計数となっている。
しかしながら、2017 年当時の公開企業数の
導入数とはかけ離れており、集計数のカウン
トの仕方が不明である。
　また、BMS には「2024 年問題」と呼ばれ
る問題もある（図 6）。数年前までは 2020 年
問題と呼ばれていたが、BMS 導入が進まず
NTT 公衆回線廃止の時期に合わせて、現在
では 2024 年問題と先延ばしされている。IP
網への切り替えで INS ネット（デジタル通
信モード）が終了するため電話回線などによ
る電子商取引サービスが事実上受けられなく
なる。もともとは、流通 BMS は流通システ
ム開発センターが次世代型の標準 EDI とし
てパッケージ化したものを 2007 年からスー
パー業界から導入を開始したものの、流通シ
ステム開発センターが策定したシステム通り
には進んでいないとされている。松井ら［27］
によれば、「各々の企業特性、商取引のルー
ルがありますからそれぞれの企業が自社用に
使い勝手がいいような形にアレンジ、加工し
ながら導入しているのが実態です。特に早く
から取り組んでいる小売チェーンさんはフ
リー項目を中心に使い勝手の良いように相当

カスタマイズしています」と指摘する。この
指摘を考慮すると、2011 年以降、ヨーカ堂
もすでに BMS を相当カスタマイズしている
可能性も考えられる。
　結局、次世代 EDI としての流通 BMS の決
め手は何なのか。図 7 に、小売業が流通
BMS を導入した目的やきっかけを示す。導
入による効果として梶田（2015）［17］によ
れば、「置き換えに必要な投資に見合う効果
としては、伝票レス化が最も多く、次に請求
／支払いの効率化や通信コストの削減が上げ
られている。流通 BMS の導入を機に従来の
EOS から EDI に移行する結果、従来の仕入
伝票に代わって出荷データによる仕入計上と
なるので、伝票をなくすことができる。伝票
用紙そのものは取引先が購入することが多い
ので、小売業にとってのメリットは伝票入力
工数の削減と仕入計上の早期化（経営管理
データの早期把握）である。」と指摘している。
　コンビニについては「川上から川下までの
垂直統合を完成させているため標準化を必要
としていない。そのため導入計画の策定を義
務付けられる『流通 BMS 導入宣言書』にサ
インすることに対して、二の足を踏む企業も

図 6 　2024 年問題と流通 BMS［27］
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あった」［28］との指摘がある。特にヨーカ
堂グループにおいては、先の 6．で検討した
ように、高収益を上げるコンビニでノウハウ
をためて、情報システムを含めて他のヨーカ
堂グループに導入した可能性が高いことがう
かがえる。ただしグループ内のフォーマット
で運用しており、他の大手小売業との標準化
には消極的であった可能性が高く、共通
フォーマットが違うことが標準化の妨げにな
り、ヨーカ堂派やイオン派など囲い込みの構
造が維持されたことがうかがえる。

₉．おわりに

　以下の点に整理できる。
₁）2004 年には、技術的な限界をもつ JCA
手順の後継となる標準 EDI の必要性が、
大手 GMS（総合小売業）や食品スーパー
18 社のシステム部長で検討された。この

ときのユニーを座長とするWGでの話し
合いが契機となり、標準 EDI の導入が進
められた。ヨーカ堂も参加していたが、
チェーンの標準化には消極的であったこと
が伺える。

₂）ヨーカ堂は「全銀TCP/IP」手順をすで
に採用しネット化していたことが流通
BMS を導入する障害になっていた。イオ
ンのように BMS導入の機会を用いてイン
ターネット化などの取り組みを進めようと
した状況と異なり、すでに独自の取り組み
があったことで、温度差がでた可能性があ
る。

₃）2009年に『バージョン1.3』が出たことで、
2011 年ヨーカ堂は、流通BMSの導入を発
表した。店舗で展開する広範なカテゴリー
に対応できる見通しがたったことで、一気
に導入を勧めた。2011 年以降 EDI に関す

図 7 　小売業が流通 BMS を導入した目的やきっかけ［17］
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る報道がなされない理由は自グループで想
定された普及が済んだ可能性もあるが、詳
細は不明である。

　今後の課題として、次世代 EDI である流
通 BMS への移行過程については不明な点も
多いが、引き続き大手小売の動向を見据えな
がら検討していく必要がある。
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